
部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備
部 下水道事業諸費 同和地区公共下水道事業助成金 30,486 30,486

遅れている同和地区の下水道整備の促進を図るために、国の財政
上の特別措置が講じられない事業に対し助成を行う必要がある。平
成９年度から平成１３年度内の実施事業にかかる地方債の元利償還
額に対し、市町村の負担額が国の財政上の特別措置と同等となるよ
うに助成する。

人権尊重社会の実現

県土整備
部 住環境整備事業費 住環境整備事業費補助金 34,292 17,255

市町が実施する住環境整備事業に対し、県費補助を行う。
●財源積算(国庫支出金)特定助成事業(国費対象分)10,323千円償
還推進助成事業6,714千円
●負担区分特定助成事業(国費対象分)国1/2県1/2償還推進助成事
業国1/2県1/4市町1/4特定助成事業(国費対象外分)県1/2市町1/2

人権尊重社会の実現

県土整備
部 県単水防事業費 県単水防事業費 5,737 5,437 ・水防計画の作成・三重四川連合水防演習開催に係る演習用資材等

の購入及び水防資材の補給・水害統計調査の実施 防災対策の推進

県土整備
部

県土整備緊急雇用創出
事業費（維持管理）

県土整備緊急雇用創出事業費（水
利関係資料等整理保存事業） 2,145 0 一級河川等における水利使用の台帳の調製 治山・治水・海岸保全対策

の推進

県土整備
部 河川海岸管理事業費 河川海岸管理事業費 2,751 -377,971

官民境界調査及び登記の整理水質事故対策家電リサイクル法に基
づく不法投棄物の処理
●財源積算
財産収入29,990千円
土木使用料350,246千円
河川使用料69,098千円
水利使用料281,148千円
土木手数料486千円

治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 河川台帳整備事業費 河川台帳整備事業費 7,805 7,805 河川法上義務付けられている河川現況台帳を整備するものである。 治山・治水・海岸保全対策

の推進

県土整備
部 砂利等採取関係取締費 砂利等採取関係取締事務費 501 -2,437

砂利採取法、採石法に基づく業者登録、採取計画認可、資格取得試
験及び研修会の開催、採取場指導監督を行う。また、土の採取に伴
う土砂の崩壊、流出等による災害防止と採取跡地の整備を図ること
により、関係住民の安全の保持と環境保全に資する。
●財源
砂利採取手数料等１，５５４千円
岩石採取手数料等１，１０１千円
砂防設備使用料２８３千円

治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 国補砂防等調査費 国補砂防等調査費（土砂災害警戒

区域等の調査・指定） 102,892 35,595

土砂災害の防止及び軽減を図るため、基礎調査を実施し、土砂災害
警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（土砂
災害防止法）に基づく区域指定を行う。
●財源国1/3、県2/3

治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 土砂災害対策管理費 土砂災害対策管理事務費 18 -22 土砂災害特別警戒区域内の特定開発行為許可に要する費用 治山・治水・海岸保全対策

の推進
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部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備
部 海岸台帳整備費 海岸台帳整備費 2,000 -41,495 海岸台帳の整備を行う。

海岸使用料43,495千円
治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 河川調査費 河川調査費 90,033 44,033 河川整備事業の基本方針・計画の作成等にかかる調査や設計を行

う。
治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 河川調査費 河川調査費（水防情報提供） 10,000 10,000

災害発生時の施設巡視による状況把握等の管理を適切に行うため
に河川にライブカメラを設置し、これらの情報を提供することで市町が
発令する住民への避難勧告等への判断、住民の避難行動の安全確
保を目的とする。

治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部

市町村河川事業指導監
督費 市町村河川事業指導監督費 980 0 市町国補河川事業に対する指導監督費

●負担区分、財源積算国10/10
治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 宮川堰堤管理費 宮川堰堤管理費 9,494 3,447 宮川ダムの管理を行う。

●負担区分、積算基礎県（治水）３６．３％企業庁（利水）６３．７％
治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 宮川堰堤維持費 県単公共事業 93,674 19,621 宮川ダムの各種設備の維持を行う。 治山・治水・海岸保全対策

の推進

県土整備
部 君ヶ野堰堤管理費 君ヶ野堰堤管理費 14,293 11,092 君ヶ野ダムの管理を行う。

●負担区分、財源積算県（治水）７７．６％企業庁（利水）２２．４％
治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 君ヶ野堰堤維持費 県単公共事業 37,554 29,142 君ヶ野ダムの各種設備の維持を行う。 治山・治水・海岸保全対策

の推進

県土整備
部 滝川ダム管理費 滝川ダム管理費 4,656 4,601 滝川ダムの管理を行う。

●負担区分、財源積算県（治水）９８．８％伊賀市（利水）１．２％
治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 滝川ダム維持費 県単公共事業 13,576 13,414 滝川ダムの各種設備の維持を行う。 治山・治水・海岸保全対策

の推進

県土整備
部 ダム対策費 新丸山ダム建設負担金 2,898 2,898

都市化の進展に伴い治水利水事業等の早急な整備拡充を図るた
め、新丸山ダム建設（計画）が進められている。これら事業の円滑な
実施を図るためには調整業務が必要であり、これに要する経費であ
る。
・堤高122.5m堤頂長382m・集水面積2,409k㎡・形式重力式コンクリー
ト

治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 ダム対策費 川上ダム関連支援事業費補助金 9,000 9,000

川上ダム建設に伴い、伊賀市の実施する水源地域対策および生活
再建対策を支援し、ダム建設を促進するため、関連事業に要する伊
賀市の経費の一部を支援する必要がある。
●川上ダム関連支援事業（対象事業費30,000千円）補助率3/10

治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 治水ダム建設事業費 公共事業 29,053 477

二級河川加茂川及び鳥羽河内川の氾濫防止と流水の正常な機能の
維持を目的として、鳥羽河内川に治水ダムを建設するための調査測
量等を行う

治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 広域河川改修費 公共事業 1,059,127 2,178 一級河川の指定区間内及び二級河川の改修事業を実施することに

より、洪水等の災害を防止し、流水の効果的利用を図る。
治山・治水・海岸保全対策
の推進
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部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
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県土整備
部 広域河川改修費 受託事業 250,400 0 橋梁架け替えに伴い、拡幅等を行うため、道路管理者の負担金が発

生するため。
治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 広域河川改修費 公共事業（緊急河川改修） 314,000 0 近年、浸水被害の発生した河川のうち、緊急に対策を講じる必要の

ある箇所において、河川改修等を推進する。
治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 県単河川局部改良費 県単公共事業 1,100,368 97,368 一級河川指定区間及び二級河川について、国庫補助事業の採択規

模に満たない局部的な改良工事を行う。
治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 県単河川局部改良費 県単公共事業（緊急河川改修） 28,581 2,581 近年、浸水被害の発生した河川のうち、緊急に対策を講じる必要の

ある箇所において、河川改修等を推進する。
治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 高潮対策事業費 公共事業 113,609 327 伊勢湾地帯で高潮による被害を防止するため、河川改良工事をす

る。
治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 直轄河川事業負担金 直轄河川事業負担金 1,922,088 88 一級河川指定区間外における河川改修及びダム建設について、国

が直轄施工する事業に対する負担金。
治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部

下水道関連公共施設整
備費 公共事業 143,477 904 下水道事業による雨水対策が十分でない地域で、流下能力が不足し

ている河川のネック区間等の整備。
治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部

河川総合流域防災事業
費 公共事業 339,892 123

流域単位を原則として包括的に水害・土砂災害の施設整備を行い、
豪雨災害等に対して流域一体となった総合的な防災対策を推進す
る。

治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部

河川総合流域防災事業
費 受託事業 2,000 0 堤防兼市道拡幅に伴い、道路管理者の負担金が発生するため。 治山・治水・海岸保全対策

の推進

県土整備
部

河川整備・地域活力基盤
創造事業費 河川整備事業費 96,159 8,419 河川改修、ダムの修繕により防災対策を強化し、県民の安全なくらし

の確保と安心できる生活環境を形成する。
治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 砂防調査費 砂防調査費 19,292 19,292

流域一環の砂防計画作成に要する調査及び翌年度国補申請に要す
る調査・測量を行う。
●財源県費10/10

治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 砂防調査費 砂防調査費（土砂災害警戒区域等

の調査・指定） 131,687 91,687
土砂災害の防止及び軽減を図るため、基礎調査を実施し、土砂災害
警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（土砂
災害防止法）に基づく区域指定を行う。

治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 国補通常砂防費 公共事業 1,279,357 10,140

土石流等の土砂災害から下流部に存在する人家等を守るために砂
防設備の整備を図る。
●財源国1/2一部県費

治山・治水・海岸保全対策
の推進
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部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備
部 国補通常砂防費 公共事業（災害時要援護者関連施

設対策） 143,412 1,120

土石流等の土砂災害から下流部に存在する人家等を守るために砂
防設備の整備を図るもので、災害時要援護者関連施設が保全範囲
に含まれるもの
●財源国1/2一部県費

治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 国補通常砂防費 受託事業 13,709 0 工事用仮設道路の橋梁構造について、永久橋として存続させるため

の質的改良に関する申入れが津市よりあったため。
治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 県単通常砂防費 県単公共事業 147,707 12,707

国補事業の対象とならない小規模な流域における荒廃地域の保全
び土石流等の土砂災害から、下流部に存在する人家、耕地、公共施
設等を守るため護岸工、流路工等を実施する。

治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 国補地すべり対策費 公共事業 21,286 150

地すべりによる人家、公共施設等に被害を及ぼす恐れが大きい地域
及び治水上の影響が大きい地区において事業を実施し、地すべり被
害の未然防止及び軽減を図る。
●財源国1/2一部県費

治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部

国補急傾斜地崩壊対策
費 公共事業 350,796 3,237

急傾斜地崩壊危険区域内の自然崖に対し、急傾斜地所有者等が防
止工事を行うことが困難又は不適当な場合、都道府県が擁壁工、排
水工及び法面工等急傾斜地崩壊防止施設の設置その他の急傾斜
地の崩壊を防止する工事を実施する
●財源国1/2一部県費、地元負担金1/5～1/20

治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部

国補急傾斜地崩壊対策
費

公共事業（災害時要援護者関連施
設対策） 80,577 439

急傾斜地崩壊危険区域内の自然崖に対し、急傾斜地所有者等が防
止工事を行うことが困難又は不適当な場合、都道府県が擁壁工、排
水工及び法面工等急傾斜地崩壊防止施設の設置その他の急傾斜
地の崩壊を防止する工事を実施するもので、災害時要援護者関連施
設が保全範囲に含まれるもの
●財源国1/2一部県費、地元負担金1/5～1/20

治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部

県単急傾斜地崩壊対策
費 県単公共事業 49,302 442

国補事業の対象とならない小規模な急傾斜崩壊危険区域内の自然
がけに対し、擁壁工、排水工及び法面工等急傾斜地崩壊防止施設
の設置その他急傾斜地の崩壊を防止する工事を実施する。

治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 直轄砂防事業負担金 直轄砂防事業負担金 40,013 13

国が直轄施行する砂防事業に対する負担金［施行区域］木津川上流
部（三重・奈良県内）揖斐川上流部（岐阜県内）［事業内容］ダム工、
流路工等

治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部

県単急傾斜地災害緊急
対策事業費 県単公共事業 35,726 153

急傾斜地崩壊対策事業により設置された施設が被災した場合は、土
木施設災害復旧で、また災害関連緊急事業の採択基準に合ったも
のは補助事業として採択されるが、小規模な崖崩れ等の場合に緊急
な救済措置がないため、地域住民、人家及び公共施設等に被害の
あった小規模な崖崩れ箇所の緊急的な対策工事を行い、急傾斜地
危険個所の整備を図り地域住民の安全を確保する。

治山・治水・海岸保全対策
の推進
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部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備
部

砂防激甚災害対策特別
緊急事業費 公共事業 224,854 74

土石流等により激甚な災害が発生した一連地区の荒廃渓流に対し、
再度災害を防止するため、一定期間内に一定計画に基づく対策工事
を実施する。
●財源国5.5/10一部県費

治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部

砂防施設整備・地域活力
基盤創造事業費 砂防施設整備事業費 11,106 817

国補事業の対象とならない小規模な流域における荒廃地域の保全
および土石流等の土砂災害から、下流部に存在する人家、耕地、公
共施設等を守るため護岸工、流路工等を実施する。
●財源国1/2一部県費

治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 海岸調査費 海岸調査費 60,735 35,735

津波、高潮、波浪その他地盤の変動等による被害から未然に海岸を
防護し、国土の保全を図ることを目的とする。海岸堤防の空洞、地下
の実態並びに浜州の移動状況等の調査を行う。

治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 県単海岸局部改良費 県単公共事業 425,338 52,338

津波、高潮、波浪その他地盤の変動等による被害から未然に海岸を
防護し、国土の保全を図ることを目的とする。海岸保全施設の改良及
び補強工事を行う。

治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 県単海岸局部改良費 県単公共事業（ゼロメートル地帯緊

急対策） 105,000 9,000

老朽化により海岸保全施設の機能が著しく低下し、甚大な被害が発
生するおそれがある海岸において、海岸堤防・護岸等の老朽化対策
を計画的に推進し、施設の機能強化を図り、人命や資産の防護を推
進する。

治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 県単海岸局部改良費 県単公共事業（水防情報提供） 35,000 3,000 予測を超えた自然現象に対応し、迅速に避難、水防活動を行うため、

潮位観測所を設置し、潮位・波浪の観測情報を提供する。
治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部

井田海岸緊急保全事業
費 県単公共事業 142,905 11,905 侵食が激しい井田地区海岸を緊急に整備し、安全性の確保を図る。 治山・治水・海岸保全対策

の推進

県土整備
部 直轄海岸事業負担金 直轄海岸事業負担金 105,750 750 建設海岸における国の直轄海岸事業に対する負担金。 治山・治水・海岸保全対策

の推進

県土整備
部 海岸高潮対策（海岸）費 公共事業 250,781 1,331

津波、高潮、波浪その他地盤の変動等による被害から未然に海岸を
防護し、国土の保全を図ることを目的とする。海岸保全施設の改良及
び補強工事を行う。

治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 海岸高潮対策（海岸）費 公共事業（ゼロメートル地帯緊急対

策） 247,600 800 ゼロメートル地帯の高潮対策が不十分な箇所のうち、特に緊急的な
対策が必要な箇所の整備を行い、背後の安全度を確保する。

治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部

海岸整備・地域活力基盤
創造事業費 海岸整備事業費 33,082 4,002 高潮による被害から海岸を防護するため、護岸工、離岸堤工、消波

工等を行う。
治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 直轄港湾事業負担金 直轄港湾事業負担金 205,426 8,426 運輸海岸における国の直轄海岸事業に対する負担金。 治山・治水・海岸保全対策

の推進

県土整備
部 海岸侵食対策（港湾）費 公共事業 155,218 968 侵食による被害から海岸を防護するため、護岸工、離岸堤工、消波

工等を行う。
治山・治水・海岸保全対策
の推進
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部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）
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県土整備
部 海岸侵食対策（港湾）費 公共事業（海岸堤防緊急老朽化対

策） 10,980 630

老朽化により海岸保全施設の機能が著しく低下し、甚大な被害が発
生するおそれがある海岸において、海岸堤防・護岸等の老朽化対策
を計画的に推進し、施設の機能強化を図り、人命や資産の防護を推
進する。

治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部 海岸高潮対策（港湾）費 公共事業 242,510 760 高潮による被害から海岸を防護するため、護岸工、離岸堤工、消波

工等を行う。
治山・治水・海岸保全対策
の推進

県土整備
部

市町村災害土木復旧指
導監督費

市町村災害土木復旧指導監督事
務費 45,000 0 市町が施行する災害復旧事業にかかる指導監督に要する経費 治山・治水・海岸保全対策

の推進
県土整備
部

平成２２年災害土木（建
設）復旧費 災害復旧事業費 300,000 11,596 平成２２年に発生した公共土木施設災害の復旧事業 治山・治水・海岸保全対策

の推進
県土整備
部

平成２３年災害土木（建
設）復旧費 災害復旧事業費 3,000,000 54,845 公共土木施設災害の復旧事業 治山・治水・海岸保全対策

の推進
県土整備
部

平成２３年県単災害土木
復旧費 県単建設災害復旧費 70,000 0 県単公共土木施設災害の復旧 治山・治水・海岸保全対策

の推進
県土整備
部

国補道路交通安全対策
費 公共事業 297,453 453 交通安全施設の整備を行い交通事故の防止と交通の円滑化を図

る。 交通安全対策の推進

県土整備
部

県単道路交通安全対策
費 県単公共事業 257,944 157,944

交通安全施設の整備を行い交通事故の防止と交通の円滑化を図
る。（一種事業）交差点改良、自歩道の設置等（二種事業）道路標識
等、交通安全施設の設置

交通安全対策の推進

県土整備
部

県単道路交通安全対策
費

県単公共事業（自転車・歩行者用
照明灯整備） 5,716 5,716 交通弱者の安心・安全を確保するため照明灯の設置を行う。 交通安全対策の推進

県土整備
部

地方特定道路整備（交通
安全）事業費 県単公共事業 154,337 337 交通安全施設の整備を行い、交通事故の防止と交通の円滑化を図

る。 交通安全対策の推進

県土整備
部

道路維持・地域活力基盤
創造事業費 道路交通安全施設費 314,201 1,101 社会資本整備重点計画を補完し交通の円滑化を図る 交通安全対策の推進

県土整備
部 管理費 建設副産物情報管理費 1,128 1,128

・公共事業から発生する建設副産物（建設発生物、建設発生土）の再
利用を図るため、建設副産物の情報を一元的に管理するシステムを
構築運営し、より一層の建設副産物のリサイクルを推進するととも
に、環境先進件づくりの積極的な取り組みを行う。
・建設物等の解体・新築により発生する特定建設資材（コンクリート
塊、アスファルト・コンクリート塊、建設発生木材）について、分別解体
及び再資源化を促進させ、建設資源循環型社会の推進を行う。

廃棄物対策の推進

県土整備
部 管理費 放置自動車撤去推進事業費 368 368

道路、河川、海岸、港湾、県営住宅など、県土整備部所管の県有地
又は県の管理する土地に放置されている放置自動車を、三重県生活
環境の保全に関する条例に基づき撤去を進める。（なお、一部、条例
以外の他の手続きにより撤去する場合も含む）

廃棄物対策の推進

県土整備
部

市町村下水道事業指導
監督費

市町村下水道事業指導監督事務
費 21,678 0

市町が実施する公共下水道、都市下水路事業の指導監督（国補事
業の交付申請等の審査、額の確定、その他補助金の交付に関する
事務）に要する経費

水環境の保全
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部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）
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県土整備
部 下水道事業諸費 日本下水道事業団負担金 4,901 4,901

下水道事業の推進のために必要な下水道技術者の養成・技術の開
発・実用化を図る等により、下水道整備を推進し、公共用水域の水質
保全と生活環境の改善に寄与する。

水環境の保全

県土整備
部 下水道事業諸費 下水道普及率ジャンプアップ事業

費 395,292 5,292

遅れている下水道の整備促進を図り下水道普及率の向上を図るた
めに、市町村の単独事業費に対し、助成を行なう必要がある。平成７
年度から１２年度までの各年度に実施される単独事業費のうち、平成
３年度から平成７年度までの平均値を上回る地方債に係る元利償還
額から交付措置税相当額を除いた額を助成する。なお、平成３年か
ら平成７年度までの下水道標準負担額に対する超過率が県平均を
上回る市町村においては、平成９年度から１２年度までの各年度に
実施される市町村単独事業費のうち、平成３年度から平成７年度まで
に実施された単独事業費の平均値に補正値を乗じた額を上回る部分
に係る地方債の元利償還額から交付税措置相当額を除いた額を助
成する。

水環境の保全

県土整備
部 流域下水道事業費 流域下水道事業特別会計繰出金 2,081,208 2,081,208 流域下水道事業特別会計の維持管理費用、建設費用、公債費用へ

の繰出金。 水環境の保全

県土整備
部

北勢沿岸流域下水道（北
部）管理費

北勢沿岸流域下水道（北部）管理
費 1,551,518 0 昭和６２年度に一部供用開始した北勢沿岸流域下水道（北部処理

区）の維持管理に係る経費 水環境の保全

県土整備
部 総務管理費 一般管理費 6,083 0

流域下水道にかかる事務的経費
①下水道公社指導②関連市町調整③普及啓発④国土交通省等との
調整⑤下水道事務所事務的経費⑥測量設計談合等に係る違約金収
入に伴う返還金

水環境の保全

県土整備
部 総務管理費 資産管理等調査費 420 0 固定資産台帳システムの運用保守を行う。 水環境の保全

県土整備
部

北勢沿岸流域下水道（南
部）管理費

北勢沿岸流域下水道（南部）管理
費 810,248 0 平成７年度に一部供用開始した北勢沿岸流域下水道（南部処理区）

の維持管理に係る経費 水環境の保全

県土整備
部

中勢沿岸流域下水道（雲
出川左岸）管理費

中勢沿岸流域下水道（雲出川左
岸）管理費 648,035 0 平成５年度に一部供用開始した中勢沿岸流域下水道（雲出川左岸処

理区）の維持管理に係る経費 水環境の保全

県土整備
部

中勢沿岸流域下水道（松
阪）管理費

中勢沿岸流域下水道（松阪）管理
費 730,544 0 平成１０年度に一部供用開始した中勢沿岸流域下水道（松阪処理

区）の維持管理に係る経費 水環境の保全

県土整備
部

宮川流域下水道（宮川）
管理費 宮川流域下水道（宮川）管理費 464,692 0 平成１８年度に一部供用開始した宮川流域下水道（宮川処理区）の

維持管理に係る経費 水環境の保全

県土整備
部

国補北勢沿岸流域下水
道（北部）建設費 公共事業 1,142,910 0

下水道の整備は、生活環境の改善、公共用水域の水質保全、市街
地の浸水防除等に必要不可欠なものである。当県は、全国平均に比
べて著しく整備が遅れており、一層の事業推進を図らなければならな
い。

水環境の保全

県土整備
部

県単北勢沿岸流域下水
道（北部）建設費 県単公共事業 8,800 0 国補事業に付随する国補対象外の事業、及び国費事業の円滑化を

図るために必要な事業を実施する。 水環境の保全
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県土整備
部

国補北勢沿岸流域下水
道（南部）建設費 公共事業 852,885 0

下水道の整備は、生活環境の改善、公共用水域の水質保全、市街
地の浸水防除等に必要不可欠なものである。当県は、全国平均に比
べて著しく整備が遅れており、一層の事業推進を図らなければならな
い。

水環境の保全

県土整備
部

国補北勢沿岸流域下水
道（南部）建設費 受託事業 10,000 0

下水道の整備は生活改善、公共用水域の水質保全、市街地の浸水
防除等に必要不可欠である。当県は、全国平均と比べて著しく整備
が遅れており一層の事業推進を図らなければならない。

水環境の保全

県土整備
部

県単北勢沿岸流域下水
道（南部）建設費 県単公共事業 12,200 0 国補事業に付随する国補対象外の事業、及び国費事業の円滑化を

図るために必要な事業を実施する。 水環境の保全

県土整備
部

国補中勢沿岸流域下水
道（志登茂川）建設費 公共事業 1,015,150 0

下水道の整備は、生活環境の改善、公共用水域の水質保全、市街
地の浸水防除等に必要不可欠なものである。当県は、全国平均に比
べて著しく整備が遅れており、一層の事業推進を図らなければならな
い。

水環境の保全

県土整備
部

県単中勢沿岸流域下水
道（志登茂川）建設費 県単公共事業 35,200 0 国補事業に付随する国補対象外の事業、及び国費事業の円滑化を

図るために必要な事業を実施する。 水環境の保全

県土整備
部

国補中勢沿岸流域下水
道（雲出川左岸）建設費 公共事業 706,560 0

下水道の整備は、生活環境の改善、公共用水域の水質保全、市街
地の浸水防除等に必要不可欠なものである。当県は、全国平均に比
べて著しく整備が遅れており、一層の事業推進を図らなければならな
い。

水環境の保全

県土整備
部

県単中勢沿岸流域下水
道（雲出川左岸）建設費 県単公共事業 800 0 国補事業に付随する国補対象外の事業、及び国費事業の円滑化を

図るために必要な事業を実施する。 水環境の保全

県土整備
部

国補中勢沿岸流域下水
道（松阪）建設費 公共事業 179,130 0

下水道の整備は、生活環境の改善、公共用水域の水質保全、市街
地の浸水防除等に必要不可欠なものである。当県は、全国平均に比
べて著しく整備が遅れており、一層の事業推進を図らなければならな
い。

水環境の保全

県土整備
部

県単中勢沿岸流域下水
道（松阪）建設費 県単公共事業 26,100 0 国補事業に付随する国補対象外の事業、及び国費事業の円滑化を

図るために必要な事業を実施する。 水環境の保全

県土整備
部

国補宮川流域下水道（宮
川）建設費 公共事業 1,800,940 0

下水道の整備は、生活環境の改善、公共用水域の水質保全、市街
地の浸水防除等に必要不可欠なものである。当県は、全国平均に比
べて著しく整備が遅れており、一層の事業推進を図らなければならな
い。

水環境の保全

県土整備
部

県単宮川流域下水道（宮
川）建設費 県単公共事業 2,200 0 国補事業に付随する国補対象外の事業、及び国費事業の円滑化を

図るために必要な事業を実施する。 水環境の保全

県土整備
部 流域下水道推進費 流域下水道推進負担金 1,734 0 講習会・研修会の開催、下水道の普及をＰＲし、事業の推進を図る。 水環境の保全

8/21



部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備
部

県単河川環境整備事業
費 県単公共事業 14,290 9,527

三滝川の河川敷地には戦後の混乱期に建設された住宅が存在し河
川管理をするうえで障害となっているため、家屋等工作物の移転を行
い河川環境を整備する。

自然環境の保全・再生と
活用

県土整備
部 屋外広告物行政費 屋外広告物対策費 5,564 -37,101

美観風致を維持し、公衆に対する危害の防止を図るため、屋外広告
物の規制・誘導を行う。
①屋外広告物の啓発、指導、取締り
②屋外広告物審議会の開催
●財源区分屋外広告物許可申請手数料37,885千円屋外広告業登録
手数料4,280千円

参画と協働による景観ま
ちづくりの推進

県土整備
部

美しい景観づくり推進事
業費 みえの景観づくり推進事業費 2,436 2,436 県民や事業者、行政職員の良好な景観づくりへの意識高揚を図ると

ともに、市町が行う景観施策の実現のための支援を行う。
参画と協働による景観ま
ちづくりの推進

県土整備
部

美しい景観づくり推進事
業費

みえの眺望景観等保全創出事業
費 3,668 3,668

世界遺産熊野川の周辺地域及び東紀州地域における眺望点から見
える範囲を世界遺産のある地域に相応しい景観となるよう保全を図
り、観光振興等を図る。

参画と協働による景観ま
ちづくりの推進

県土整備
部

県土づくり協働推進事業
費 県単公共事業 1,501 1,501

各建設事務所において、構想づくり、概略設計、実施設計など各事業
分野において予算（各事業室「親」事業）のうち、「ワークショップの実
施」等住民参画手法を取り入れるプロジェクトに対し、その費用の増
額分を予算枠付けし、社会資本整備における協働の実践を支援しま
す。

参画と協働による景観ま
ちづくりの推進

県土整備
部

まちづくり協働支援事業
費 まちづくり協働支援事業費 2,582 2,582

道路整備や河川整備など、県が実施する社会資本整備において、住
民参画のためのガイドラインに基づき、事業の構想、計画、実施、維
持管理の各段階において、住民との情報共有、対話、協働の取組を
実践する。そのため、社会資本整備における県民との協働にかかる
各種研究や普及啓発、住民参画の実践に対する支援を行う。更に、
地域主体のみちづくり活動を支援していくことにより、住民満足度の
高い社会資本整備につなげていく。

参画と協働による景観ま
ちづくりの推進

県土整備
部

景観まちづくりプロジェク
ト事業費

県単公共事業（景観まちづくりプロ
ジェクト） 71,452 452

地域固有の風景や歴史的なまち並みなど美しい景観で地域の魅力
を向上する「街道文化」に着目し、三重県内の街道を軸とした地域に
おいて、地域住民と市町が協働でみえの文化力を生かした「住んで
良し、訪れてよし」の景観まちづくりをすすめるなかで、まちの骨格を
構成する道路や河川等の県有施設における修景整備等のハード施
策として景観に配慮した公共事業を実施します。

参画と協働による景観ま
ちづくりの推進

県土整備
部

屋外広告物景観形成事
業費 屋外広告物沿道景観推進事業費 4,621 2,651

伊勢志摩地域における幹線道路沿道の景観の保全をはかるため、
地元市町、関係団体等と連携し、「屋外広告物沿道景観地区制度」を
活用し、良好な景観づくりを進め、観光振興等に寄与する。

参画と協働による景観ま
ちづくりの推進
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部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備
部

県土整備緊急雇用創出
事業費（景観まちづくり）

県土整備緊急雇用創出事業費（違
反屋外広告物対策事業） 13,662 0

緊急雇用対策にかかる非常勤嘱託員（建設事務所で行う違反広告
物の監視、指導、その他許可台帳等書類整理業務）の直接雇用経費
の増

参画と協働による景観ま
ちづくりの推進

県土整備
部

熊野古道道路景観整備
事業費

県単公共事業（熊野古道道路景観
整備） 3,573 573

熊野川左岸の県道及び熊野古道と県管理道路が重複している区間
について、世界遺産を有する地域に相応しい景観になるよう道路施
設の修景を行い、観光振興等につなげる。

参画と協働による景観ま
ちづくりの推進

県土整備
部 都市計画審議会費 都市計画審議会費 1,962 1,962

三重県都市計画審議会開催に要する経費本審議会４回、常務委員
会２回開催
●根拠法令都市計画法第77条

快適な都市環境の整備

県土整備
部

市町村都市計画事業指
導監督費

市町村都市計画事業指導監督事
務費 4,187 0 市町村都市計画事業の指導監督事務に要する経費 快適な都市環境の整備

県土整備
部

基本都市計画策定事業
費 総合都市交通体系調査費 45,690 30,590

総合都市交通計画を検討するため、都市計画法第６条基礎調査の
一環として、三重県内を４つの都市圏に分けてパーソントリップ調査
を実施する。

快適な都市環境の整備

県土整備
部 都市計画策定事業費 都市計画策定事業費 7,462 7,462

計画的なまちづくりを推進するため、都市計画に関する調査・研究を
行い、所要の都市計画を策定する。
①公聴会等の開催経費
②都市計画公園見直しガイドライン策定業務
③都市計画担当者研修会経費

快適な都市環境の整備

県土整備
部

復興都市計画清算事業
費

都市計画土地区画整理事業清算
基金積立金 2,149 0 三重県都市計画土地区画整理事業清算基金の基本運用利子の積

立 快適な都市環境の整備

県土整備
部

土地区画整理・地域活力
基盤創造事業費 土地区画整理事業費 101,925 703

区画整理事業地内の都市計画道路において、区画整理事業と一体
的に整備することにより、地域住民の日常生活の安全性若しくは利
便性の向上、又は快適な生活環境の確保を図る。

快適な都市環境の整備

県土整備
部 県単街路事業費 県単公共事業 5,000 500

本事業は、補助事業箇所の支援事業として、補助対象とならない取り
付け道路など本線に関連する施設の整備を行ない、補助事業の円
滑な推進を図る。

快適な都市環境の整備

県土整備
部 県単街路事業費 受託事業 16,500 0 街路事業の施行に伴う、電線・水道管等の設置に係る受託事業 快適な都市環境の整備

県土整備
部 街路調査費 街路調査費 17,005 17,005

街路事業の立上げにあたり、測量、調査、設計を行い、計画決定変
更の有無、事業認可図書の作成及び住民への計画発表等を完了
し、円滑な事業実施を図る。

快適な都市環境の整備

県土整備
部

ウォークギャラリー整備
事業費 県単公共事業 20,016 680

県管理街路のうち、利用者の多い駅前道路や公共施設へのアクセス
道路等について、電線類の地中化や歩道のグレードアップ等を適宜
実施し、快適でゆとりある都市空間を創出する。

快適な都市環境の整備
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部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備
部

ウォークギャラリー整備
事業費

県単公共事業（緊急輸送道路整
備） 6,000 0

県管理街路のうち、利用者の多い駅前道路や公共施設へのアクセス
道路等について、電線類の地中化や歩道のグレードアップ等を適宜
実施し、快適でゆとりある都市空間を創出する。

快適な都市環境の整備

県土整備
部

交通結節点周辺バリアフ
リー改善事業費 県単公共事業 35,027 190

駅等の交通結節点周辺における道路施設（駅前広場、バス停車帯、
駐車施設、主要道路等）について、バリアフリーの観点から必要な施
設や改良すべき点を調査すると共に駅と周辺観光点などを結ぶ歩道
について、段差解消、視覚障害者誘導用ブロック、電線類地中化等
の整備を行う。

快適な都市環境の整備

県土整備
部 国補街路事業費 公共事業（緊急輸送道路整備） 358,020 687

公共施設の整備等に関し、又は地域の自然的若しくは社会的特性に
即して、地域住民の日常生活の安全性若しくは利便性の向上又は快
適な生活環境の確保を図るため、一定の地域において一体的に行う
事業。

快適な都市環境の整備

県土整備
部 無電柱化推進事業費 公共事業 76,750 494

電線類の地中化を図るとともに、道路の地下空間を活用して、光ファ
イバーや電力線などをまとめて収容するものであり、安全で快適な通
行空間の確保、都市景観の向上、都市災害の防止などを図る。

快適な都市環境の整備

県土整備
部

地方特定道路整備（街
路）事業費 県単公共事業 120,320 267

緊急課題に対応し早急に整備する必要があり、かつ補助事業と一体
的に整備することが効果的な道路で、概ね２～３年以内で事業効果
が発現できるもの。

快適な都市環境の整備

県土整備
部

地方特定道路整備（街
路）事業費

県単公共事業（緊急輸送道路整
備） 150,000 0

緊急課題に対応し早急に整備する必要があり、かつ補助事業と一体
的に整備することが効果的な道路で、概ね２～３年以内で事業効果
が発現できるもの。

快適な都市環境の整備

県土整備
部

街路整備・地域活力基盤
創造事業費 街路整備事業費 892,174 824

公共施設の整備等に関し、又は地域の自然的若しくは社会的特性に
即して、地域住民の日常生活の安全性若しくは利便性の向上又は快
適な生活環境の確保を図るため、一定の地域において一体的に行う
事業。

快適な都市環境の整備

県土整備
部 国補公園事業費 公共事業 111,764 792

都市公園事業補助事業計画に基づき県営公園を整備し、県民にス
ポーツと憩いの場を提供する。北勢中央公園及び熊野灘臨海公園の
整備を行う。

快適な都市環境の整備

県土整備
部 県単公園維持管理費 県単公共事業 256,008 123,867 県営公園の開園区域を中心に、安全で快適に利用できるように維持

管理を行う。 快適な都市環境の整備

県土整備
部

都市公園等一体整備促
進事業費 県単公共事業 282 282 県営公園を整備することにより、県民にスポーツや憩いの場を提供

する 快適な都市環境の整備

県土整備
部 直轄公園事業負担金 直轄公園事業負担金 60,563 563

国営公園木曽三川公園において、都市公園法に基づきその設置費
用の一部を負担し、愛知、岐阜、三重、三県の住民にスポーツ・レク
レーションの場を提供する。

快適な都市環境の整備
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部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備
部 公園調査費 公園調査費 19 19 都市公園の整備の基本方向、開発手法、基本計画及び地域振興の

方策等を明らかにし、県民によりよい憩いの場を提供する 快適な都市環境の整備

県土整備
部 建築基準法施行費 建築基準法市町交付金 1,238 0

建築確認申請書及び許可申請書の市町経由事務（窓口業務）に対
する交付金。
●財源積算建築確認申請手数料1,238千円

快適で安心な住まいづくり

県土整備
部 建築基準法施行費 建築基準法施行事務費 47,832 -30,378

建築基準法の施行に必要な経費構造計算書偽造問題への対応に要
する経費。
●財源積算建築確認関係手数料99,718千円うち78,210千円分充当
（通常分91,092千円、適判分8,626千円）

快適で安心な住まいづくり

県土整備
部 建築基準法施行費 指定道路図等作成調査事業費 51,076 0

建築基準法施行規則等の一部を改正する省令に基づき建築基準法
第４２条第２項の道路など指定した路線毎の道路の位置・種類を明
示した台帳（指定道路図、指定道路調書）の作成、整備を委託する。
●財源区分建築確認関係手数料20,271千円地域住宅支援総合交付
金30,805千円

快適で安心な住まいづくり

県土整備
部 建築基準法施行費 建築物地震対策促進事業費 1,193 1,168

○建築物応急対策１応急危険度判定士育成事務２応急危険度判定
士の認定・登録事務３応急危険度判定支援事務４応急危険度判定
の普及啓発○建築物耐震化普及対策１建築物耐震化の普及啓発

快適で安心な住まいづくり

県土整備
部 建築士法施行費 建築士法施行事務費 592 592 建築士審査会の運営等に必要な経費 快適で安心な住まいづくり

県土整備
部

宅地建物取引業法施行
費 宅地建物取引業法施行事務費 6,476 -15,626

１宅地建物取引業の免許業務２宅地建物取引主任者の登録事務３
宅地建物取引業に係る苦情処理４不動産関係機関連絡会議５宅地
建物取引にかかる注意事項の啓発
●財源積算取引主任者証交付申請手数料2,515千円取引主任者証
登録申請手数料9,102千円取引主任者証登録移転手数料24千円宅
建業免許申請手数料10,461千円

快適で安心な住まいづくり

県土整備
部 開発管理費 開発管理事務費 1,238 -13,246

都市計画法等の法令に基づく規制により、都市の計画的市街地化を
図り、また公共施設の整備された、かつ安全な宅地造成を求め、一
定水準を保った宅地供給によりまちづくりに寄与する。
●財源積算開発行為許可申請手数料15,980千円宅地開発確認申請
手数料190千円うち、14,484千円を充当

快適で安心な住まいづくり

県土整備
部 開発管理費 開発管理システム電算関係経費 1,686 0

三重県における民間開発計画を、健全な都市環境の整備と維持及
び安全な宅地供給を図る目的に整合させるため、開発許認可事務を
統合する電算システムを構築し、適正な管理を行うことで事務の効率
化・省力化を進め、県民サービスの向上を図る。
●財源積算開発行為許可申請手数料15,980千円宅地開発確認申請
手数料190千円うち、1,686千円を充当

快適で安心な住まいづくり

12/21



部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備
部 市町建築指導監督費 市町建築指導監督事務費 1,480 0

建築基準法に基づく施行者（市町）に対する指導監督、報告書の提
出及び実地検査
●財源積算地域住宅支援総合交付金1,480万円

快適で安心な住まいづくり

県土整備
部 建物統計調査費 建物統計調査事務費 889 0

建築物の実態を調査し、住民等に関する行政資料を得るため国土交
通省から委託された統計調査。
●負担区分国10/10●財源区分建物統計調査委託金889千円

快適で安心な住まいづくり

県土整備
部 住宅金融支援機構費 住宅金融支援機構事務費 18 0

独立行政法人住宅金融支援機構から委託を受け、独立行政法人住
宅金融支援機構の融資を受けて建設した災害復興建築物又は被災
建築物について、建築基準法その他の建築関係法令に基づいてい
るか審査を行う。
●負担及び財源区分土木関係受託事業収入18千円住宅金融支援
機構10/10

快適で安心な住まいづくり

県土整備
部 公営住宅管理費 公営住宅管理事務費 612,340 -200,558

公営住宅法等の規定により、県が建設した公営住宅・特定公共賃貸
住宅及び共同施設の維持管理に必要な経費
●財源積算
・使用料及び手数料794,014千円
    公営住宅使用料768,229千円、土地使用料25,785千円
・諸収入18,884千円

快適で安心な住まいづくり

県土整備
部

市町住宅事業指導監督
費 市町住宅事業指導監督事務費 5,701 0

公営住宅法に基づく施行者（市町）に対する指導監督、報告書の提
出及び関係物件等の実地検査
●財源積算
地域住宅交付金の交付に係る事務費1,607千円
住宅・建築物安全ストック形成事業指導監督事務費4,024千円

快適で安心な住まいづくり

県土整備
部

特定優良賃貸住宅供給
促進事業費

特定優良賃貸住宅供給促進事業
費補助金 369 369

優良住宅の供給と既存住宅の居住水準の向上を図るためには、居
住水準未満の割合の特に高い民間賃貸住宅について対策を講じる
必要がある。そこで、市街地内の民間所有土地を活用した優良な賃
貸住宅（特定優良賃貸住宅）の供給を促進するため、平成６年度に
県補助制度を創設したところであり、引き続き今年度も民間事業者に
対して、関係市を通じ、国庫補助と連動して県補助（家賃補助）を行
う。

快適で安心な住まいづくり

県土整備
部

ユニバーサルハウジング
推進事業費

住情報・相談体制ネットワーク化事
業費 590 321

「三重県において、誰もが・安心して・住まいを確保し、住み続けられ
る」というユニバーサルな住まいを確保するための住情報・相談体制
ネットワークの提供情報のひとつとして、県営住宅情報提供を行う。
また、住宅に関する情報を提供するために、地域の専門家をアドバイ
ザーとして養成するとともに、情報提供手段としてパンフレット等の印
刷を行う。

快適で安心な住まいづくり
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部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備
部

ユニバーサルハウジング
推進事業費 待ったなし！耐震化プロジェクト 115,175 115,175

｢自助｣｢共助｣による耐震化の気運を高めるため、次の制度を普及促
進して、住宅の耐震性向上をはかり、近い将来に発生の予想される
大地震に備え、安全安心な住まいづくり、まちづくりを行います。
①耐震診断支援制度・木造住宅耐震診断補助及び概算の補強工事
費に関する情報提供
②耐震補強補助制度・木造住宅耐震補強補助

快適で安心な住まいづくり

県土整備
部

ユニバーサルハウジング
推進事業費 長期優良住宅費 256 -3,751 長期優良住宅建築等計画の認定に必要な経費

●財源積算長期優良住宅建築等計画認定手数料1,366千円 快適で安心な住まいづくり

県土整備
部

被災者住宅復興資金貸
付金利子補給事業費

被災者住宅復興資金貸付金利子
補給事業費 380 380

平成１６年９月２９日からの台風２１号による大雨により、県内に甚大
な被害が発生し、被災者生活再建支援法に基づく支援に加え、住宅
の再建、補修に要する経費の一部を県が補助し、被災者の生活安定
に資する。
●制度概要住宅金融公庫の「災害復興住宅融資」及びその他の金
融機関からの借入金（住宅の建設・購入の場合、耐火・準耐火1,160
万円、木造1,100万円、住宅の補修の場合、耐火、準耐火640万円、
木造590万円を限度とする。）を対象に利子（災害復興住宅融資の利
率（１．８％を限度とする））３分の２に相当する額を補助する。

快適で安心な住まいづくり

県土整備
部 住生活総合調査費 住宅マスタープラン策定・推進事業

費 5,222 3,263

住生活基本法（平成１８年６月制定）に基づき策定された住生活基本
計画等の基礎資料を得るために国土交通省が実施した全国的な実
態調査にもとづいて本県分のデータ集計・分析を行い調査報告書を
作成し、５年ごとに見直される「三重県住生活基本計画」や「県民しあ
わせプラン」等の県レベル計画の基礎資料とする。
●財源区分地域住宅支援総合交付金1,959千円

快適で安心な住まいづくり

県土整備
部

三重県居住支援連絡会
事業費

三重県居住支援連絡協議会事業
費 2,004 0 あんしん賃貸支援事業（居住支援協議会が行う民間賃貸住宅等への

入居の円滑化に係る活動の支援に関する事業）にかかる経費 快適で安心な住まいづくり

県土整備
部 公営住宅建設費 公共事業 132,071 37,788

・既設県営住宅の高齢者仕様住戸改善を実施し、高齢者の自立をサ
ポートすることにより、安全で安心な住環境の整備を図る。
・笹川団地等の外壁の補修改修及び安全確保工事を実施し、長寿命
化型改善の整備を図る。
・笹川団地の火災復旧工事を実施する。
・耐震性が不足している平尾団地の解体工事を実施する。

快適で安心な住まいづくり

県土整備
部 道路調査費 道路調査費 45,015 30,015 道路事業の実施計画策定のため、測量、設計、経済効果調査等を実

施する。 道路網・港湾の整備

県土整備
部 国補道路交通調査費 国補道路交通調査費 7,931 5,288 地域の幹線道路網の整備計画を策定する。 道路網・港湾の整備

県土整備
部

高規格幹線道路建設促
進費

高規格幹線道路等用地取得対策
費（受託） 311,860 0 高速道路の建設に伴う用地測量等を中日本高速道路株式会社から

受託し、当事業の迅速かつ円滑な遂行を図る。 道路網・港湾の整備
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部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備
部

高規格幹線道路建設促
進費

高規格幹線道路等用地取得対策
費（高速道路関連） 78,598 7,146

高規格幹線道路等の建設に伴う用地事務を中日本高速道路株式会
社及び国土交通省より受託し、当事業の迅速かつ円滑な遂行を図
る。

道路網・港湾の整備

県土整備
部

高速道路関連施設整備
対策事業費 県単公共事業（高速道路関連） 142,905 11,905

高速道路に関連して新たな整備が必要な砂防施設等の整備を、高
速道路の供用に合わせ一体的に実施し、円滑な高速道路事業の推
進を図る。

道路網・港湾の整備

県土整備
部 直轄道路事業負担金 直轄道路事業負担金 1,129,314 314 三重県内で執行される国の直轄道路事業について、道路法他の規

定に基づき、その費用の一部を負担する。 道路網・港湾の整備

県土整備
部 直轄道路事業負担金 直轄道路事業負担金（県内幹線道

路） 1,710,000 0

三重県内で執行される国の直轄道路事業について、道路法等の規
定に基づき、その費用の一部を負担する。重点事業「交流・連携を広
げる幹線道路網の整備」として取り組むことにより、高速道路と一体と
なり、広域的な高速道路ネットワークを形成する国道の整備を図り、
道路利用者の利便性を向上させる。

道路網・港湾の整備

県土整備
部 直轄道路事業負担金 直轄道路事業負担金（高速道路関

連） 5,357,000 0

三重県内で執行される国の直轄道路事業について、道路法等の規
定に基づき、その費用の一部を負担する。重点事業「交流・連携を広
げる幹線道路網の整備」として取り組むことにより、高速道路と一体と
なり、広域的な高速道路ネットワークを形成する国道の整備を図り、
道路利用者の利便性を向上させる。

道路網・港湾の整備

県土整備
部

市町村道路事業指導監
督費 市町村道路事業指導監督事務費 24,300 0 市町が実施する国庫補助事業の補助申請から額の確定に至るまで

の、国から委任を受けた事務 道路網・港湾の整備

県土整備
部 国補道路改築費 公共事業 143,471 806 国道の現道拡幅・改良・老朽橋の架替・橋梁の新設など 道路網・港湾の整備

県土整備
部 国補道路改築費 公共事業（緊急輸送道路整備） 61,160 1,151 県管理道路の道路及び橋梁の改築を行い、緊急輸送道路の整備を

行う。 道路網・港湾の整備

県土整備
部 国補道路改築費 公共事業（県内幹線道路） 2,721,455 1,448 県管理道路の道路及び橋梁の改築を行い、幹線道路網の整備を行

う。 道路網・港湾の整備

県土整備
部 県単道路改築費 県単公共事業 598,773 115,773 国庫補助事業の対象とならない小規模な道路の改良及び橋梁整備

を行う。 道路網・港湾の整備

県土整備
部 県単道路改築費 県単公共事業（緊急輸送道路整

備） 14,290 290 県管理道路のうち小規模な道路及び橋梁の改築を行い、緊急輸送
道路の整備を行う。 道路網・港湾の整備

県土整備
部 県単道路改築費 県単公共事業（県内幹線道路） 21,435 435 県管理道路のうち小規模な道路及び橋梁の改築を行い、幹線道路

網の整備を行う。 道路網・港湾の整備

県土整備
部 防衛施設周辺整備費 公共事業 161,014 40,259 防衛施設周辺地域の道路改良 道路網・港湾の整備

県土整備
部

道路整備・地域活力基盤
創造事業費 道路整備事業費 1,756,529 14,007 地域の課題に対応し、複数一体となって行われる比較的小規模な事

業の推進を図る 道路網・港湾の整備
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部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備
部

道路整備・地域活力基盤
創造事業費

道路整備事業費（緊急輸送道路整
備） 1,911,839 2,966 地域の課題に対応し、複数一体となって行われる比較的小規模な事

業の推進を図り、緊急輸送道路の整備を行う。 道路網・港湾の整備

県土整備
部

道路整備・地域活力基盤
創造事業費 道路整備事業費（県内幹線道路） 859,587 1,737 地域が緊急に対応しなければならない課題に応えて早急に必要があ

る幹線道路網の整備を行う。 道路網・港湾の整備

県土整備
部

道路整備・地域活力基盤
創造事業費 受託事業 3,000 0 受託事業国道166号線田引BP（粟野橋）の橋梁添架に係る松阪市等

との受託相鹿瀬大台線（柳原橋）橋梁添架に係る大台町との受託 道路網・港湾の整備

県土整備
部

道路整備・広域活性化事
業費 公共事業 212,107 2,081 広域的な経済活動等に不可欠な公共施設を集中的に整備すること

により、地域の自立及び活性化を支援する 道路網・港湾の整備

県土整備
部

地方特定道路整備（改
築）事業費 県単公共事業 2,486,565 565 地域が緊急に対応しなければならない課題に応えて早急に必要があ

る道路の整備を行う。 道路網・港湾の整備

県土整備
部

地方特定道路整備（改
築）事業費

県単公共事業（緊急輸送道路整
備） 457,280 280 地域が緊急に対応しなければならない課題に応えて早急に必要があ

る緊急輸送道路の整備を行う。 道路網・港湾の整備

県土整備
部

地方特定道路整備（改
築）事業費 県単公共事業（県内幹線道路） 71,450 450 地域が緊急に対応しなければならない課題に応えて早急に必要があ

る幹線道路網の整備を行う。 道路網・港湾の整備

県土整備
部

地方特定道路整備（改
築）事業費 受託事業 35,800 0

受託事業一般地方道多度長島線（中須橋）の橋梁架け替えに係る国
交省との受託主要地方道鳥羽松阪線（楠部ＢＰ五十鈴橋）の橋台拡
幅に係る伊勢市等との受託一般地方道高倉佐那具線の改良にかか
る伊賀市との受託

道路網・港湾の整備

県土整備
部

公共土木施設維持管理
費 県単公共事業 5,487,939 1,171,278

【目的】公共土木施設管理者責任の遂行
【内容】県管理の各種公共土木施設（河川・砂防・港湾・海岸・道路）
の維持管理に係る諸費用→施設の巡回パトロールから老朽化に伴う
劣化修繕への対応実施費用（義務的経費）
【効果】供用中の各種公共土木施設を常時良好な状態に保つことに
より、県民の日常生活の安定に寄与し、満足度の維持向上が図られ
る。

道路網・港湾の整備

県土整備
部

公共土木施設維持管理
費 受託事業 8,000 0 ・県管理の河川堤防と兼用している市道の除草業務 道路網・港湾の整備

県土整備
部

公共土木施設維持管理
費

県単公共事業（緊急輸送道路整
備） 366,551 183,551

【目的】震災時における地域の孤立を防ぎ、震災後の救援活動や生
活復興の基盤となる「命の道」としての緊急輸送道路の整備を行う。
【内容】橋梁の耐震化及び長寿命化を実施。
【効果】地域の孤立を防ぐとともに、地震発生後の救援・復興活動を
円滑に進めることが可能となる。

道路網・港湾の整備

県土整備
部

県土整備緊急雇用創出
事業費（維持管理）

県土整備緊急雇用創出事業費（港
湾関係資料等整理保存事業） 2,145 0 港湾関係施設等の効率的な維持管理を行うための関係書類の整

理・保存 道路網・港湾の整備

県土整備
部

公共土木施設維持管理・
広域活性化事業費 公共事業 332,326 2,619 道路管理上、補修が必要な箇所の舗装整備を行う。 道路網・港湾の整備

県土整備
部 道路台帳整備費 道路台帳整備費 9,225 9,225 道路施策及び地方交付税の基礎資料となる道路台帳の整備 道路網・港湾の整備
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部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備
部 道路施設管理費 道路施設管理費 71,343 69,223

道路照明等の維持管理
道路情報の収集及び通行規則
道路賠償責任保険等への加入
財源積算
鞍掛トンネルにかかる滋賀県負担金２００千円
武平トンネルにかかる滋賀県負担金２００千円
高見トンネルにかかる滋賀県負担金１，４２０千円
計１，８２０千円
特殊車両通行許可申請にかかる手数料３００千円

道路網・港湾の整備

県土整備
部 土木施設パトロール員費 土木施設パトロール員事務費 1,290 1,290 ・土木施設パトロール員に必要な被服等の消耗品費

・再任用職員にかかる雇用保険料事業主負担分 道路網・港湾の整備

県土整備
部 県単災害防除施設費 県単公共事業 343,687 48,687 切土、盛土の法面等危険箇所の整備を行う。 道路網・港湾の整備

県土整備
部 県単災害防除施設費 県単公共事業（災害防除施設・緊

急輸送道路） 112,894 9,894 切土、盛土の法面等危険個所の整備を行う。 道路網・港湾の整備

県土整備
部

石油貯蔵施設立地対策
等交付金事業費 公共事業 14,031 0

石油貯蔵施設に伴う周辺施設（防災道路）の舗装部分の補修を行
い、被災時における円滑な消防活動を行うための道路の整備を行
う。

道路網・港湾の整備

県土整備
部

道路維持・地域活力基盤
創造事業費 道路災害防除施設費 248,218 13,068 切土、盛土の法面等危険箇所の整備を行う。 道路網・港湾の整備

県土整備
部

道路維持・地域活力基盤
創造事業費

道路災害防除施設費（災害防除施
設・緊急輸送道路） 88,851 5,351 切土、盛土の法面等危険箇所の整備を行う。 道路網・港湾の整備

県土整備
部

道路維持・地域活力基盤
創造事業費 道路維持修繕費 70,398 548 橋梁の耐震及び修繕事業を行う。 道路網・港湾の整備

県土整備
部 港湾管理費 港湾管理費 25,000 -36,658

・目的及び効果：港湾海岸施設の維持管理経費
・内容：各港の港湾施設の照明灯電気料金、修繕料等ＳＯＬＡＳ条約
に伴う港湾施設内での不法行為の防止岸壁荷揚場その他使用料
61,520千円地所貸下料138千円

道路網・港湾の整備

県土整備
部 港湾統計調査費 港湾統計調査事務費 2,243 64 港湾の利用状況を明らかにし、港湾の開発利用及び管理に資するこ

とを目的とする。 道路網・港湾の整備

県土整備
部 管理費 管理費 148,948 0 港湾埋め立て事業により取得した港湾施設及び施設用地の管理に

要する経費 道路網・港湾の整備

県土整備
部 港湾調査費 港湾調査費 19,292 19,292 港湾の各種調査及び公有水面埋立申請書作成、並びに海図の補正

を行う。 道路網・港湾の整備

県土整備
部 港湾審議会費 港湾審議会費 1,001 1,001 港湾審議会開催に要する経費 道路網・港湾の整備

県土整備
部 国補港湾改修費 公共事業 255,228 1,778 重要港湾、地方港湾の水域施設、外郭施設、係留施設又は臨港交

通施設の建設改良 道路網・港湾の整備
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部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備
部 県単港湾改修費 県単公共事業 20,000 0 国庫補助の対象とならない港湾施設の改修を行う。 道路網・港湾の整備

県土整備
部 管理費 公共事業電子調達システム事業費 47,403 43,053 ＣＡＬＳ／ＥＣ実現のため、公共事業電子調達システムを運用管理す

る。

基盤整備を進めるための
公共事業の適正な運営と
円滑な推進

県土整備
部 管理費 公共工事進行管理システム事業費 170,247 142,269

・CALS/EC実現のため電子調達、設計積算、統合DB、GIS、財務、電
子決裁などのシステムと連携可能な新公共工事進行管理システムを
維持運用管理する。また、保守期限を迎えた機器の更新を行い、
データ移行、新ＯＳ対応を行う。

基盤整備を進めるための
公共事業の適正な運営と
円滑な推進

県土整備
部 管理費 ＣＡＬＳ／ＥＣ推進事業費 1,024 1,024

・公共事業におけるＩＴ化の推進（ＣＡＬＳ／ＥＣ）を図るため、市町及び
受注者向けた普及・啓発が必要であることから研修会を開催する。・
ＣＡＬＳ／ＥＣの更なる普及と業務効率化を実現させるため、実証実
験を行う。

基盤整備を進めるための
公共事業の適正な運営と
円滑な推進

県土整備
部 管理費 公共事業支援統合情報システム事

業費 11,872 9,935
公共事業における情報の電子化（電子納品等）を進め、公共事業情
報の電子的な一括管理を行い、事業の効率化及び簡素化を可能と
する「公共事業情報統合データベース」の運用を図る。

基盤整備を進めるための
公共事業の適正な運営と
円滑な推進

県土整備
部 管理費 公共工事設計積算システム事業費 32,509 0

・公共工事設計積算システムの運用管理と積算基準改訂に伴うデー
タ更新を行う。
・サーバ機器の寿命による機器更新とそれに対応したシステム改修
を行う。

基盤整備を進めるための
公共事業の適正な運営と
円滑な推進

県土整備
部 管理費 設計単価等調査費 6,795 355 公共土木工事の予定価格算出に用いる労務単価、資材単価の実勢

価格調査を実施する。

基盤整備を進めるための
公共事業の適正な運営と
円滑な推進

県土整備
部 管理費 管理事務費 42,176 26,021 １県土整備部内の共通経費

２政策開発経費

基盤整備を進めるための
公共事業の適正な運営と
円滑な推進

県土整備
部 管理費 公共工事総合評価落札方式運用

費 3,944 3,597

三重県公共工事等総合評価意見聴取会は、三重県及び県内の市町
が発注する工事並びに調査・設計等業務を総合評価方式で行おうと
するとき、地方自治法施行令第167条の10の2第4項に基づいて、学
識経験者等の意見を円滑かつ効果的に聴取するための会である。こ
の意見聴取会の運営、議事録の作成等とともに、入札制度の検証業
務の委託を行う。

基盤整備を進めるための
公共事業の適正な運営と
円滑な推進

県土整備
部

関係団体補助及び交付
金 関係団体補助及び交付金 3,831 3,831 県土整備部関係各種団体への負担金

基盤整備を進めるための
公共事業の適正な運営と
円滑な推進

県土整備
部

県土整備緊急雇用創出
事業費（管理）

県土整備緊急雇用創出事業費（設
計図書等整理保存事業） 32,530 0 ・緊急雇用対策にかかる業務補助職員が設計書、図面等、建設事務

所が所有する工事関係書類の整理・保存を行う。

基盤整備を進めるための
公共事業の適正な運営と
円滑な推進

県土整備
部 公共用地取得対策費 公共用地取得対策費 455,001 455,001 土地開発公社に対する各建設事務所の用地取得事業委託

基盤整備を進めるための
公共事業の適正な運営と
円滑な推進
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部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備
部 登記対策費 登記対策事務費 21,275 21,275 １登記事務嘱託員の報酬２過年度に行った登記の訂正のための測

量登記事務３現年度用地買収業務に係る法的処理の相談

基盤整備を進めるための
公共事業の適正な運営と
円滑な推進

県土整備
部 登記対策費 未登記処理対策事業費 722 722 登記されていない県道用地（取得状況が判明しない道路敷地）の測

量、登記にかかる事務

基盤整備を進めるための
公共事業の適正な運営と
円滑な推進

県土整備
部 登記対策費 未登記対策推進事業費 15,580 15,580

１過年度未登記土地解消のための調査、測量登記事務及び研修２
過年度未登記処理業務にかかる法的処理（時効取得自治会所有地
の共有名義の名義変更等）の相談

基盤整備を進めるための
公共事業の適正な運営と
円滑な推進

県土整備
部 公有財産管理費 公有財産管理事務費 2,565 -7,071

道路の新設改良、河川改修または海岸堤防の新設により発生した廃
道・廃川・廃浜敷等の普通財産の管理・処分及び国土交通省所管法
定外公共用財産の適正な管理

基盤整備を進めるための
公共事業の適正な運営と
円滑な推進

県土整備
部 公有財産管理費 公有財産管理関係事務費 82,411 82,411 公有財産の管理等にかかる管理嘱託員に人件費等

基盤整備を進めるための
公共事業の適正な運営と
円滑な推進

県土整備
部

公有地拡大推進法施行
費 公有地拡大推進法施行事務費 64 64

公有地の拡大の推進に関する法律第２章にかかる都市計画区域内
の土地及び都市計画施設の区域内の土地の先買いに関する事務
（届け出・申出）を処理する。

基盤整備を進めるための
公共事業の適正な運営と
円滑な推進

県土整備
部 土地収用法事業認定費 土地収用法事業認定事務費 796 6

市町等が公共の利益となる事業に必要な土地を、土地収用法に基づ
いて用地取得をするために行う事業認定申請（知事認定）に対して、
同法第２０条に基づく事業認定を行う。

基盤整備を進めるための
公共事業の適正な運営と
円滑な推進

県土整備
部

公共事業用地先行取得
資金貸付金

公共事業用地先行取得資金貸付
金 4,100,000 0

公共事業を円滑に進めるために不可欠である用地取得を推進するた
めの資金を三重県土地開発公社へ貸し付ける。このことにより、用地
事務が平準化され、事業の早期完成が期待される。

基盤整備を進めるための
公共事業の適正な運営と
円滑な推進

県土整備
部

公共事業評価システム
事業費 公共事業評価システム事業費 8,715 8,703

公共事業の効率性と実施過程の透明性の向上を図るため、事前・事
中・事後の各評価システムによる一体的に機能した評価サイクルとし
て公共事業評価制度を構築している。
１．事前評価公共事業評価システムを適用し、次年度当初予算編成
時の優先度を決定している。
２．事中・事後評価「三重県公共事業評価審査委員会」を設置し、公
共事業の再評価・事後評価を行うことで効率的な事業の推進を図っ
ている。

基盤整備を進めるための
公共事業の適正な運営と
円滑な推進

県土整備
部

県土整備緊急雇用創出
事業費（公共事業運営）

県土整備緊急雇用創出事業費（Ｃ
ＡＬＳ／ＥＣ推進事業） 3,928 0 ＩＴ化を推進するための各種研修や各システムのデータ整理

基盤整備を進めるための
公共事業の適正な運営と
円滑な推進

県土整備
部 建設統計調査費 建設統計調査事務費 1,188 0 建設工事及び建設業の実態調査統計

基盤整備を進めるための
公共事業の適正な運営と
円滑な推進
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部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備
部 建設業指導監督費 建設業指導監督事務費 69,680 -111,501

・建設業法に基づく許可、経営事項審査事務
・三重県建設工事紛争審査会にかかる事務
・その他建設業法の施行にかかる事務
・浄化槽法に基づく工事業者の登録
・公共工事の入札
・契約の指導
・建設業異業種転換促進事業に係る建設業現状調査分析

基盤整備を進めるための
公共事業の適正な運営と
円滑な推進

県土整備
部 建設業指導監督費 公共工事発注支援システム推進事

業費 3,654 3,385

公共工事の入札・契約制度について、より一層透明性、競争性の確
保が重要な課題となっており、各建設企業の技術的適性等を総合評
価する目的で、財団法人日本建設情報総合センター（公共工事の実
績、測量調査設計業務実績）と財団法人建設業技術者センター（企
業情報・技術者専任確認結果）がデータベースを構築し、情報提供し
ている。本県においてもこのシステムを導入し、使用している。

基盤整備を進めるための
公共事業の適正な運営と
円滑な推進

県土整備
部 営繕費 営繕事務費 4,850 4,850

営繕工事の設計単価等の管理や、技術・知識の向上研修を行い、県
有施設の各種営繕工事を効率的・効果的に実施するとともに、各県
有施設管理者に対し的確な技術支援を行うことにより、県有施設の
適正な維持管理に寄与する。また、ＩＳＯ９００１に基づく品質マネジメ
ントシステムを自主運用することにより、高品質で透明性の高い公共
調達を実現する。

基盤整備を進めるための
公共事業の適正な運営と
円滑な推進

県土整備
部 検査管理事務費 検査及び検査員研修事務費 89,494 89,494

・契約の適正な履行を確保するための通常業務としての工事検査
（地方自治法第234条の2①）
・検査基準等の技術面の統一化に向けた管理システムの構築
・新任検査員の資質向上を図るための中央研修会への参加等
・実地検査外部委託

基盤整備を進めるための
公共事業の適正な運営と
円滑な推進

県土整備
部 管理費 人件費 5,840,680 5,819,554 県土整備部職員の人件費 人件費

県土整備
部 土木施設パトロール員費 人件費 893,404 343,404 ・土木施設のパトロール、軽微な維持補修にかかる県土整備部職員

の人件費 人件費

県土整備
部 宮川堰堤管理費 人件費 69,873 25,364 ・宮川ダムの維持管理・上記にかかる県土整備部職員の人件費

●負担区分、財源積算県（治水）３６．３％企業庁（利水）６３．７％ 人件費

県土整備
部 君ヶ野堰堤管理費 人件費 69,710 54,095 ・君ヶ野ダムの維持管理・上記にかかる県土整備部職員の人件費

●負担区分、財源積算県（治水）７７．６％企業庁（利水）２２．４％ 人件費

県土整備
部 滝川ダム管理費 人件費 9,004 8,896 ・滝川ダムの維持管理・上記にかかる県土整備部職員の人件費

●負担区分、財源積算県（治水）９８．８％伊賀市（利水）１．２％ 人件費
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部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

県土整備
部 総務管理費 人件費 64,368 0 （財）三重県下水道公社派遣職員及び流域下水道施設保全業務担

当者の人件費 人件費

県土整備
部 公債費 県債償還金 51,890 0 港湾整備事業充当県債の償還 公債費

県土整備
部 公債費 県債償還金利子 34,126 0 港湾整備事業充当県債の償還 公債費

県土整備
部 公債費 県債償還金 2,157,366 0 下水道事業に係る起債の元金償還金 公債費

県土整備
部 公債費 県債償還金利子 1,053,956 0 下水道事業に係る起債の利子償還金 公債費
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